
松茸等茸類採取権利入札規定   公益社団法人 上秋津愛郷会 

（趣旨） 

第１条 この規定は、公益社団法人上秋津愛郷会（以下「上秋津愛郷会」という。）所有山林での

松茸等茸類採取権利を入札に付するための必要な事項について定める。 

（目的） 

第２条 松茸等茸類採取権利入札事業は、上秋津愛郷会が所有する山林内で、入会権を一定期間 

販売し、市民にきのこ狩り体験を提供する事業を行い、その収益を公益目的事業の資金とし、

地域における教育の振興、住民の福祉に寄与することを目的として行う。 

（入札会参加資格者） 

第３条 この規定に定める入札会に参加できる者は、第２条の目的に賛同する者とする。 

（代理資格の制限） 

第４条 代理資格の制限は次のとおりとする。 

（１）代理人により入札をする場合は、委任状を提出しなければならない。 

 （２）代理人は、複数の入札者の代理をすることができない。 

（参加制限） 

第５条 次の各号に該当する者は、入札会に参加することができない。 

（１） 年齢２０歳未満の者 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号 

に規定する暴力団及びその関係者、反社会的勢力と認められる者 

（３） その他上秋津愛郷会理事会（以下「理事会」という。）が不適当と認めた者 

（入札期日等の公告） 

第６条 理事会は、入札期日を定め、その１４日前までに入札に必要な事項を公告するものとす

る。 

（入札最低金額） 

第７条 入札に付する松茸山の入札最低金額は、理事会においてこれを定める。 

（入札保証金の予納） 

第８条 入札会に参加しようとする者は、入札保証金を入札額の１割以上予納しなければ入札に 

加わることができない。 

（入札方法） 

第９条 入札は、所定の用紙に金額及び入札者氏名等を明記しなければならない。 

（入札書の無効） 

第１０条 次の各号に該当する入札書は、これを無効とする。 

（１） この規定に定めた入札条件に違反したとき。 

（２） 入札者が一人で一件につき二以上の入札をしたとき。 

（３） 入札者が協定して入札を行なったとき。 

（４） 入札書字体不分明なもの。 

（入札及び開札） 

第１１条 入札及び開札は、順序を定め、箇所（山）毎に行う。但し、入札は入札会開始２時間

前より愛郷会役員立会のもと、投票を認める。また、入札書を差し出した後、取り消しをする

時は開札前までとする。 



（おい、ひき） 

第１２条 開札を宣するまでの「おい」「ひき」は入札者が２名以上の場合とし、各３回以内に限

り認める。 

（落札者の決定） 

第１３条 最高価格で入札した者を落札者とする。同額の最高価格入札者があったときは、該当

する入札者が話合いにより決定する。話合いにより決定しない場合は抽選により決定する。最

高価格の入札が入札最低金額に達しない場合は、これを無効とし、再入札とする。 

（入札保証金の還付） 

第１４条 入札保証金は、入札終了後還付する。但し、落札者の納付した入札保証金は、契約時

まで理事会が預かるものとする。 

（契約） 

第１５条 落札者は理事会が指定した日時・場所において松茸等茸類採取権利買受契約（請書）

を締結し、契約金として落札金額全額を支払わなければならない。 

（既納付金の没収及び損害金の徴収） 

第１６条 落札者が前条の履行を怠ったときは落札を無効とし、契約金を納付しないときは入札

保証金を没収して、協議のうえ損害金を徴収することができる。 

（再入札） 

第１７条 次の場合は、再入札に付することができる。 

（１）落札者のないとき。 

（２）指定した契約日に契約金を納付しないとき。但し、その場合、再入札は当初の入札時に

その箇所（山）に投票した者に限り投票権があるものとする。 

（代理人の債務） 

第１８条 落札者が代理人により入札した場合は、契約締結・契約金支払までの責任は代理人も

これを負わなければならない。 

（権利譲渡） 

第１９条 落札者は、落札の権利を他人に譲渡することはできない。 

（採取権利有効期間） 

第２０条 入札により落札した松茸等茸類採取権利の有効期間は、その年の１１月２５日までと

する。 

（誓約書） 

第２１条 入札に参加する者は、松茸等茸類採取権利入札時に、当会の誓約書に署名し、また暴

対法及び和歌山県暴力団排除条例に基づき、田辺警察署への照会に同意しなければならない。

照会において不適格であると認められた場合は、落札を無効とする。その場合、この規定違反

とみなし、この規定第１６条の前条の履行を怠ったときと同等の扱いとする。 

（規定外事項） 

第２２条 この規定に定めのない事項が生じた場合や、規定事項の解釈について疑義を生じた場

合は、理事会により協議し決定するものとする。 

 

附則 １．この規定は、平成２４年７月５日から施行する。 

附則 この規定の変更は、平成２６年９月１日から施行する。 

附則 この規定の変更は、平成２７年１０月５日から施行する。 

附則 この規定の変更は、平成２８年８月５日から施行する。 


